
安
倍
内
閣
が
企
む
社
会
保
障
制
度
の
大
改
悪

医
療

年
金

介
護

年
収
階
層
別
の
消
費
税
負
担
額
（
試
算
）

世
帯
年
収

～
3
0
0
万
円

～
5
0
0
万
円

～
7
0
0
万
円

平
均
年
収

（
万
円
）

14
年
度
の

負
担
増

負
担
増
の

対
年
比（
％
）

2
3
7

95,882
131,449
159,270

153,411
210,318
254,831

57,529
78,869
95,562

4
4
6

6
4
5

2
.4
1
.8
1
.5

資
料
：
み
ず
ほ
総
合
研
究
所
「
消
費
税
引
き
上
げ
に
伴
う
家
計
負
担
」

　
　
  （
2
0
1
3
年
1
0
月
3
日
）

総
務
省
「
家
計
調
査
」（
2
0
1
2
年
）
デ
ー
タ
に
よ
り
計
算

対
象
は
2
人
以
上
世
帯
、高
齢
無
職
世
帯
は
世
帯
主
が
6
0
歳
以
上
で
無
職
の
世
帯

年
間
消
費
税
負
担
額

税
率
5％

税
率
8％

日本の労働者だけ賃金低下

〈
雇
用
者
報
酬
〉（
1
9
9
7
年
＝
1
0
0
）

資
料
：
O
EC
D
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
よ
り
。
日
本
は
「
毎
月
勤
労
統
計
」
よ
り

2
0
0

1
8
0

1
6
0

1
4
0

1
2
0

1
0
0

8
0
1997

1999
2001

2003
2005

2007
2009

2012
2011

（
年
）

ド
イ
ツ
 1
3
8
.6

日
本
 8
8
.9

フ
ラ
ン
ス
 1
5
2
.7

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
 155.3

ア
メ
リ
カ
 1
5
8
.0

イ
ギ
リ
ス
 1
6
8
.9

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
 194.6

各
国
の
雇
用
者
報
酬
の
推
移

186.1

163.7

①
年
金
の
2
.5
％
削
減

②
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
毎
年
実
施

　（
毎
年
1
％
程
度
の
ダ
ウ
ン
）

③
年
金
支
給
開
始
年
齢
の
引
き
上
げ（
6
5
歳
か
ら
6
8
～
7
0
歳
に
）

④
年
金
に
対
す
る
課
税
の
強
化

①
利
用
料
の
ア
ッ
プ
（
1
割
→
2
割
）（
年
金
年
収
2
8
0
万
円
以
上
）

②
要
支
援
は
ず
し
：
訪
問
介
護
と
通
所
介
護
を
市
町
村
事
業
に

③
特
養
締
め
出
し
：
特
養
ホ
ー
ム
利
用
を
要
介
護
3
以
上
に
限
定

①
7
0
～
7
4
歳
の
医
療
窓
口
負
担
の
1
割
→
2
割
化

②
入
院
給
食
費
の
自
己
負
担

賃
上
げ
要
求
：
誰
で
も
「
時
間
額
1
2
0
円
以
上
、
月
額
1
万

6
,0
0
0
円
以
上
」
の
賃
上
げ
を
！

賃
金
の
大
幅
引
き
上
げ
を ！

す
べ
て
の

労
働
者
の

1

最
低
賃
金
要
求
：
最
低
賃
金
を
、「
時
間
額
1
,0
0
0
円
以
上
、
日

額
8
,0
0
0
円
以
上
、月
額
1
7
万
円
以
上
」に
引
き
上
げ
よ
う
！

2

到
達
目
標
：「
2
5
歳
で
月
額
2
3
万
円
以
上
、
3
5
歳
で
3
5
万

円
以
上
」
に
到
達
し
よ
う
！

3　
日
本
の
労
働
者
の
平
均
年
間
賃
金
は
、１
９
９
７
年
の
４
６
７
万
円
か
ら
２
０
１
２

年
の
４
０
８
万
円
へ
と
、
こ
の
１
５
年
間
で
５
９
万
円
も
減
少
し
ま
し
た
。
そ
の
結

果
、
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
（
年
収
２
０
０
万
未
満
の
労
働
者
）
は
７
年
連
続
で
１
０
０

０
万
人
を
超
え
る
に
至
っ
て
い
ま
す
（
２
０
１
２
年
に
は
１
,０
９
０
万
人
で
、
労
働

者
全
体
の
２
３
．９
％
を
占
め
る
、
国
税
庁
「
民
間
給
与
実
態
調
査
」）。２

０
１
３

年
に
実
施
し
た
全
労
連
の
「
青
年
ア
ン
ケ
ー
ト
」
で
も
、
職
場
の
不
満
の
圧
倒
的

ト
ッ
プ
が「
賃
金
が
安
い
」（
５
５
．６
％
）と
な
っ
て
い
ま
す
。
賃
金
の
引
き
上
げ
・

改
善
は
ま
っ
た
な
し
の
課
題
で
す
。

　
そ
の
一
方
で
、
大
企
業

は
、
膨
大
な
内
部
留
保
を

一
貫
し
て
積
み
増
し
し
て

き
て
い
ま
す
（
２
０
１
２
年

度
末
で
２
７
２
兆
円
）。「
賃

金
・
労
働
条
件
の
改
善
、

雇
用
の
安
定
で
、
デ
フ
レ

脱
却
を
」、「
大
企
業
の
内

部
留
保
を
労
働
者
・
国
民

に
還
元
せ
よ
」
は
、
国
民

的
な
声
と
な
っ
て
き
て
い

ま
す
。１
４
春
闘
こ
そ
、
す

べ
て
の
労
働
者
の
賃
金
の

大
幅
な
引
き
上
げ
の
チ
ャ

ン
ス
で
す
。

ブ
ラ
ッ
ク
企
業
（
若
者
の
「
使
い
捨
て
」
が
疑
わ
れ
る
企
業
）
を

な
く
し
て
い
く
に
は
、

消
費
税
増
税
を
中
止
せ
よ
！

社
会
保
障
制
度
の

変
質
・
解
体
を
許
す
な
！

労
働
者
と
中
小
業
者
が

力
を
合
わ
せ
、地
域
経
済
を

再
生
さ
せ
ま
し
ょ
う

1　
①
企
業
に
そ
の
社
会
的
責
任
（
C
S
R
）
を
果
た
す
よ
う
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス（
法
令
遵
守
義
務
）を
厳
守
す
る
よ
う
迫
る
。②
長
時
間
労
働
を
是
正
し
、サ
ー

ビ
ス
残
業
を
一
掃
さ
せ
る
。③
パ
ワ
ハ
ラ
な
ど
の
違
法
行
為
、
労
働
者
の
人
格

権
侵
害
を
止
め
さ
せ
る
。④
離
職
者
が
異
常
に
多
い
企
業
、
過
労
死
・
過
労
自

殺
を
さ
せ
た
企
業
を
公
表
さ
せ
る
。⑤
労
働
基
準
監
督
官
を
増
や
す
。⑥
中
学
や

高
校
で
、
憲
法
、
労
働
基
準
法
・
労
働
組
合
法
な
ど
の
教
育
を
強
め
る
。
何
よ
り

も
、⑦「

労
働
組
合
に
入
り
、
労
働
組
合
を
作
り
、
た
た
か
う
」
こ
と
が
、
決
定
的

で
す
。

許
す
な
！
安
倍
「
雇
用
改
革
」

2

　
安
倍
内
閣
は
、４
月
か
ら
の
消
費
税
の
大
増

税
（
５
％
か
ら
８
％
へ
の
引
き
上
げ
）
を
強
行
し

よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
消
費
税
が
増
税
さ
れ
た

ら
、
国
民
生
活
は
根
底
か
ら
破
壊
さ
れ
、
中
小

企
業
は
倒
産
・
廃
業
に
追
い
込
ま
れ
、
そ
の
結

果
、
財
政
は
い
っ
そ
う
破
綻
し
て
い
き
ま
す
。

1
4
春
闘
に
お
い
て
、
消
費
税
増
税
実
施
中
止

の
一
点
で
の
共
同
を
広
げ
ま
し
ょ
う
。

　
税
と
社
会
保
障
の
一
体
改
革
と
言
っ
て
い
ま

し
た
が
、
医
療
制
度
、
介
護
保
険
、
公
的
年
金

が
改
悪
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。１
４
春
闘
に

お
い
て
、
社
会
保
障
制
度
の
変
質
・
解
体
を
許

さ
な
い
た
た
か
い
を
強
め
ま
し
ょ
う
。

全
国
商
工
団
体
連
合
会
 会
長

国
分
 稔
さ
ん

国
民
要
求
と
結
合
し
て

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
は
ね
返
し

大
幅
賃
上
げ
を

自
由
法
曹
団
 団
長

篠
原
 義
仁
さ
ん

株
式
会
社
ワ
タ
ミ

前
会
長

渡
邉
 美
樹
氏

ユ
ニ
ク
ロ
の
フ
ァ
ー
ス
ト

リ
テ
イ
リ
ン
グ
社
会
長

柳
井
 正
氏

　
安
倍
政
権
の
暴
走
に
対
決
し
、
憲
法
を
生
か
し
て

暮
ら
し
を
守
る
た
た
か
い
に
こ
ぞ
っ
て
立
ち
上
が
る

と
き
で
す
。
今
回
の
春
闘
は
、
4
月
か
ら
の
消
費
税

増
税
を
中
止
さ
せ
、
労
働
者
の
賃
上
げ
を
勝
ち
取

り
、
中
小
業
者
へ
の
支
援
強
化
を
実
現
す
る
こ
と
が

大
き
な
目
標
で
す
。
3
月
1
3
日
は
春
闘
の
大
き
な

山
場
で
あ
る
と
と
も
に
、
あ
ら
ゆ
る
階
層
の
国
民
が

重
税
反
対
を
訴
え
る
全
国
統
一
行
動
で
す
。
過
去

最
大
規
模
の
参
加
で
成
功
さ
せ
、
暮
ら
し
・
雇
用
を

守
っ
て
地
域
経
済
を
再
生
さ
せ
る
た
め
に
、
労
働
者

と
中
小
業
者
が
力
を
合
わ
せ
て
奮
闘
し
ま
し
ょ
う
。

　
12・

6
。
希
代
の
悪
法
・
秘
密
保
護
法
の
強
行
採

決
。し
か
し
、
弾
圧
立
法
の
廃
止
を
求
め
、さ
ら
に
大

き
な
国
民
運
動
が
展
開
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
集
団
的
自
衛
権
行
使
の
容
認
、明
文
改
憲
の
策
動

が
強
ま
る
情
勢
の
な
か
で
、
憲
法
９
条
を
擁
護
し
発

展
さ
せ
る「
憲
法
運
動
」が
緊
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ＴＰ
Ｐ
阻
止
、
消
費
税
増
税
反
対
の
声
と
も
結
合
し

て
、
労
働
法
制
の
大
改
悪
、
安
倍
「
雇
用
改
革
」に

抗
し
て
た
た
か
い
、
国
民
生
活
に
還
元
さ
れ
な
い
ア

ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
展
開
を
は
ね
返
し
、
大
幅
賃
上
げ
を

か
ち
と
り
ま
し
ょ
う
。

「
365日

、24
時
間
、死
ぬ
ま
で
働
け
」「
ワ
タ
ミ
で

働
い
て
い
る
以
上
は
、休
み
の
日
で
も
、電
車
の
中
に

い
て
も
、車
に
乗
っ
て
い
て
も
、い
つ
で
も
ど
こ
で
も

365日
24時

間
ワ
タ
ミ
の
人
間
な
の
で
あ
る
」（
週

刊
文
春
が
手
に
入
れ
た
ワ
タ
ミ
の
社
内
冊
子
よ
り
）

「
将
来
は
、
年
収
１
億
円
か
1
0
0
万
円
に
わ
か
れ

て
、
中
間
層
が
減
っ
て
い
く
。
仕
事
を
通
じ
て
付

加
価
値
が
つ
け
ら
れ
な
い
と
、
低
賃
金
で
働
く
途

上
国
の
人
の
賃
金
に
フ
ラ
ッ
ト
化
す
る
の
で
、
年

収
が
1
0
0
万
円
の
ほ
う
に
な
っ
て
い
く
の
は
仕

方
が
な
い
」 （
朝
日
新
聞
４
月
23
日
付
）

同
社
は
26
歳
の
女
性
が
過
労
自
殺
し
労
災
認

定
を
受
け
る
事
件
を
引
き
起
こ
し
て
話
題
に

同
社
は
新
入
社
員
が
３
年
以
内
に
5
0
％
離
職

す
る
こ
と
で
有
名

労働者の

賃金・労働条件の改善と

雇用の安定が不況打開のカギ！

こ
く
ぶ
ん

み
の
る

14春闘に対する

　　　激励・連帯のメッセージ

目
に
見
え
音
が
聞
こ
え
る
2014

春
闘

「
か
べ
」
新
聞
と
し
て
職
場
・
地
域
で
活
用
く
だ
さ
い

勤
労
者
の
給
与
、
非
正
規
労
働
者
数
お
よ
び

大
企
業
の
内
部
留
保
の
推
移

資
料
：
財
務
省
・
厚
生
労
働
省
・
総
務
省
資
料
か
ら
作
成

（
％
）

（
兆
円
）

1
2
0

1
0
0

8
0

0 5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

3
0
0

0
2
0
3
0
4
0
5
0
6
0
7
0
8
0
9
1
0
1
1
1
2

（
年
）

資
本
金
1
0
億
円
以
上
の
大
企
業
の
内
部
留
保

雇
用
者
に
占
め
る
非
正
規
労
働
者
の
伸
び
率

勤
労
者
の
平
均
給
与
年
額
の
伸
び
率

5

下
が
り
つ
づ
け
る
賃
金

0

増
え
つ
づ
け
る
非
正
規

労働時間法制改悪

民間職業紹介規制緩和

労働者派遣派遣法全面改悪

限定正社員

派
遣
労
働
の

全
面
解
禁

1 安
倍
内
閣
が
企
む
雇
用
改
革
の
全
体
像

ン
ス
で
す
。

資 8

内
部
留
保
の

総
額

兆
円

272

「
一
時
的
、
臨
時
的
な
」
労
働
で
あ
る
派
遣
労
働
の
「
期
間
制
限
」
を
な
く
し
て
、「
生

涯
派
遣
」
を
可
能
に
し
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
で
は
、
世
の
中
、
雇
用
が
不
安

定
で
賃
金
・
労
働
条
件
が
劣
悪
な
派
遣
労
働
者
だ
ら
け
に
…
。

ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー・

エ
グ
ゼ
ン
プ
シ
ョ
ン

2
い
く
ら
残
業
し
て
も
、
残
業
代
が
支
払
わ
な
い
こ
と
に
…
。
こ
れ
で
は
、
い
っ
そ
う

長
時
間
・
過
密
労
働
に
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
問
題
が
深
刻
に
。
過
労
死
・
過
労
自
殺

が
頻
発
す
る
！

限
定
正
社
員

3

解
雇
金
銭

解
決
ル
ー
ル

5

職
種
や
勤
務
地
な
ど
を
限
定
す
る
こ
と
で
、
賃
金
・
労
働
条
件
が
劣
悪
で
、
い
つ
で

も
解
雇
で
き
る
正
社
員
を
作
り
出
そ
う
と
し
て
い
る
。
こ
れ
じ
ゃ
、
名
ば
か
り
正
社

員
だ
ら
け
に
…
。

民
間
職
業
紹
介
の

規
制
緩
和

4
職
業
紹
介
は
国
の
責
任
で
無
料
で
行
う
の
が
大
原
則
。
中
間
搾
取
・
ピ
ン
は
ね
は
許

さ
れ
ま
せ
ん
。「
何
人
も
、
業
と
し
て
他
人
の
就
業
に
介
入
し
て
利
益
を
得
て
は
な
ら

な
い
」（
労
基
法
６
条
）
の
で
す
。

不
当
・
違
法
な
解
雇
で
も
、
金
さ
え
払
え
ば
、
労
働
者
を
解
雇
で
き
る
と
す
る
恐
る

べ
き
制
度
。

155.7149.6

134.2

89.5

88.5

３ ２2014年1月15日 （毎月15日発行　第3 種郵便物認可）春闘号外


